
98 

 

引用・参考文献 

 

『安曇村誌 第一巻 自然』、1998、安曇村誌編纂委員会、安曇村 

『安曇村誌 第二巻 歴史 上』、1997、安曇村誌編纂委員会、安曇村 

『安曇村誌 第二巻 歴史 下』、1998、安曇村誌編纂委員会、安曇村 

『飯田市美術博物館 文書目録Ⅶ』、2001、飯田市美術博物館 

『入り四ヶ村書付』全 30巻 松本市安曇支所所蔵 

『古記録類総集索引 ―入四か村・安曇村』、1981、安曇村教育委員会 

『史蹟名勝天然紀念物調査報告第三十一號 天然紀念物調査報告 長野縣下ノ地質

鑛物ニ關スルモノ』、1922、史蹟名勝天然紀念物調査會考査員 佐藤傳蔵、内務

省 

「自然環境と産業―近世の温泉」井上勲編『日本の時代史 29 日本史の環境』

2004、山本英二、吉川弘文館 

「樹木とその葉 火山をめぐる温泉」『若山牧水全集』第７巻、1958、 

『白舩温泉』、1925、村上茂門、新信濃社 

「白骨温泉」『長野県文学全集第Ⅱ期／随筆・紀行・日記編第３巻大正期

〈Ⅰ〉』、1989 

『信濃奇勝録．巻之二』、1887、井出道貞、井出通 

『信府統記』巻６「大野川ノ中」、1727 

『新編信濃史料叢書 第 5巻・第 6巻 信府統記上・下』、1973、信濃史料刊行会 

『全國温泉鑛泉ニ關スル調査』、1923、内務省衛生局 

『長野県史 近世史料編』第 5巻（2）中信地方、1974、長野県 

「長野県史収集近世写真資料」5・松・村・110–１～7、長野県立歴史館所蔵 

『乗鞍岳麓湯の里白骨（白船）－その自然と民俗－』、1981、横山篤美、信州の旅

社 

『乗鞍岳地域の地質 地域地質研究報告（５万分の１地質図幅）』、1995、中野 

俊、大塚 勉、足立 守、原山 智、吉岡敏和、通商産業省工業技術院地質調査

所 

『平成 29年観光地利用者統計結果』、2017、長野県 

『南安曇郡誌 第一巻』、1956、南安曇郡誌改訂編纂会、南安曇郡誌改訂編纂会 

『日本鑛泉誌』中巻、1886、内務省衛生局 

  



99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻末資料 

  



100 

 

１ 天然記念物調査報告（佐藤報告） 

（国立国会図書館デジタルコレクションより） 
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２ 関係法令等抄録 

 

文化財保護法（抄） 

 

第一章 総則 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、文化財を保存し、且つ、そ

の活用を図り、もつて国民の文化的向上に資す

るとともに、世界文化の進歩に貢献することを

目的とする。 

 

（文化財の定義） 

第二条 この法律で「文化財」とは、次に掲げる

ものをいう。 

四 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の

遺跡で我が国にとつて歴史上又は学術上価値の

高いもの、庭園、橋梁(りよう)、峡谷、海浜、

山岳その他の名勝地で我が国にとつて芸術上又

は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、

繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地を

含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象の生

じている土地を含む。）で我が国にとつて学術

上価値の高いもの（以下「記念物」という。） 

３ この法律の規定（第百九条、第百十条、第百

十二条、第百二十二条、第百三十一条第一項第

四号、第百五十三条第一項第七号及び第八号、

第百六十五条並びに第百七十一条の規定を除

く。）中「史跡名勝天然記念物」には、特別史

跡名勝天然記念物を含むものとする。 

 

（政府及び地方公共団体の任務） 

第三条 政府及び地方公共団体は、文化財がわが

国の歴史、文化等の正しい理解のため欠くこと

のできないものであり、且つ、将来の文化の向

上発展の基礎をなすものであることを認識し、

その保存が適切に行われるように、周到の注意

をもつてこの法律の趣旨の徹底に努めなければ

ならない。 

 

（国民、所有者等の心構） 

第四条 一般国民は、政府及び地方公共団体がこ

の法律の目的を達成するために行う措置に誠実

に協力しなければならない。 

２ 文化財の所有者その他の関係者は、文化財が

貴重な国民的財産であることを自覚し、これを

公共のために大切に保存するとともに、できる

だけこれを公開する等その文化的活用に努めな

ければならない。 

３ 政府及び地方公共団体は、この法律の執行に

当つて関係者の所有権その他の財産権を尊重し

なければならない。 

 

第七章 史跡名勝天然記念物 

（指定） 

第百九条 文部科学大臣は、記念物のうち重要な

ものを史跡、名勝又は天然記念物（以下「史跡

名勝天然記念物」と総称する。）に指定するこ

とができる。 

２ 文部科学大臣は、前項の規定により指定され

た史跡名勝天然記念物のうち特に重要なものを

特別史跡、特別名勝又は特別天然記念物（以下

「特別史跡名勝天然記念物」と総称する。）に

指定することができる。 

３ 前二項の規定による指定は、その旨を官報で

告示するとともに、当該特別史跡名勝天然記念

物又は史跡名勝天然記念物の所有者及び権原に

基づく占有者に通知してする。 

４ 前項の規定により通知すべき相手方が著しく

多数で個別に通知し難い事情がある場合には、

文部科学大臣は、同項の規定による通知に代え

て、その通知すべき事項を当該特別史跡名勝天

然記念物又は史跡名勝天然記念物の所在地の市

町村の事務所又はこれに準ずる施設の掲示場に

掲示することができる。この場合においては、

その掲示を始めた日から二週間を経過した時に

同項の規定による通知が相手方に到達したもの

とみなす。 

５ 第一項又は第二項の規定による指定は、第三

項の規定による官報の告示があつた日からその

効力を生ずる。ただし、当該特別史跡名勝天然

記念物又は史跡名勝天然記念物の所有者又は権

原に基づく占有者に対しては、第三項の規定に

よる通知が到達した時又は前項の規定によりそ

の通知が到達したものとみなされる時からその

効力を生ずる。 

 

（仮指定） 

第百十条 前条第一項の規定による指定前におい

て緊急の必要があると認めるときは、都道府県

の教育委員会（当該記念物が指定都市の区域内

に存する場合にあつては、当該指定都市の教育

委員会。第百三十三条を除き、以下この章にお

いて同じ。）は、史跡名勝天然記念物の仮指定
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を行うことができる。 

２ 前項の規定により仮指定を行つたときは、都

道府県の教育委員会は、直ちにその旨を文部科

学大臣に報告しなければならない。 

３ 第一項の規定による仮指定には、前条第三項

から第五項までの規定を準用する。 

 

（所有権等の尊重及び他の公益との調整） 

第百十一条 文部科学大臣又は都道府県の教育委

員会は、第百九条第一項若しくは第二項の規定

による指定又は前条第一項の規定による仮指定

を行うに当たつては、特に、関係者の所有権、

鉱業権その他の財産権を尊重するとともに、国

土の開発その他の公益との調整に留意しなけれ

ばならない。 

２ 文部科学大臣又は文化庁長官は、名勝又は天

然記念物に係る自然環境の保護及び整備に関し

必要があると認めるときは、環境大臣に対し、

意見を述べることができる。この場合において、

文化庁長官が意見を述べるときは、文部科学大

臣を通じて行うものとする。 

３ 環境大臣は、自然環境の保護の見地から価値

の高い名勝又は天然記念物の保存及び活用に関

し必要があると認めるときは、文部科学大臣に

対し、又は文部科学大臣を通じ文化庁長官に対

して意見を述べることができる。 

 

（解除） 

第百十二条 特別史跡名勝天然記念物又は史跡名

勝天然記念物がその価値を失つた場合その他特

殊の事由のあるときは、文部科学大臣又は都道

府県の教育委員会は、その指定又は仮指定を解

除することができる。 

２ 第百十条第一項の規定により仮指定された史

跡名勝天然記念物につき第百九条第一項の規定

による指定があつたとき、又は仮指定があつた

日から二年以内に同項の規定による指定がなか

つたときは、仮指定は、その効力を失う。 

３ 第百十条第一項の規定による仮指定が適当で

ないと認めるときは、文部科学大臣は、これを

解除することができる。 

４ 第一項又は前項の規定による指定又は仮指定

の解除には、第百九条第三項から第五項までの

規定を準用する。 

 

（管理団体による管理及び復旧） 

第百十三条 史跡名勝天然記念物につき、所有者

がないか若しくは判明しない場合又は所有者若

しくは第百十九条第二項の規定により選任され

た管理の責めに任ずべき者による管理が著しく

困難若しくは不適当であると明らかに認められ

る場合には、文化庁長官は、適当な地方公共団

体その他の法人を指定して、当該史跡名勝天然

記念物の保存のため必要な管理及び復旧（当該

史跡名勝天然記念物の保存のため必要な施設、

設備その他の物件で当該史跡名勝天然記念物の

所有者の所有又は管理に属するものの管理及び

復旧を含む。）を行わせることができる。 

２ 前項の規定による指定をするには、文化庁長

官は、あらかじめ、指定しようとする地方公共

団体その他の法人の同意を得なければならない。 

３ 第一項の規定による指定は、その旨を官報で

告示するとともに、当該史跡名勝天然記念物の

所有者及び権原に基づく占有者並びに指定しよ

うとする地方公共団体その他の法人に通知して

する。 

４ 第一項の規定による指定には、第百九条第四

項及び第五項の規定を準用する。 

第百十四条 前条第一項に規定する事由が消滅し

た場合その他特殊の事由があるときは、文化庁

長官は、管理団体の指定を解除することができ

る。 

２ 前項の規定による解除には、前条第三項並び

に第百九条第四項及び第五項の規定を準用する。 

第百十五条 第百十三条第一項の規定による指定

を受けた地方公共団体その他の法人（以下この

章（第百三十三条の二第一項を除く。）及び第

百八十七条第一項第三号において「管理団体」

という。）は、文部科学省令の定める基準によ

り、史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識、

説明板、境界標、囲いその他の施設を設置しな

ければならない。 

２ 史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地につ

いて、その土地の所在、地番、地目又は地積に

異動があつたときは、管理団体は、文部科学省

令の定めるところにより、文化庁長官にその旨

を届け出なければならない。 

３ 管理団体が復旧を行う場合は、管理団体は、

あらかじめ、その復旧の方法及び時期について

当該史跡名勝天然記念物の所有者（所有者が判

明しない場合を除く。）及び権原に基づく占有

者の意見を聞かなければならない。 

４ 史跡名勝天然記念物の所有者又は占有者は、

正当な理由がなくて、管理団体が行う管理若し
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くは復旧又はその管理若しくは復旧のため必要

な措置を拒み、妨げ、又は忌避してはならない。 

第百十六条 管理団体が行う管理及び復旧に要す

る費用は、この法律に特別の定めのある場合を

除いて、管理団体の負担とする。 

２ 前項の規定は、管理団体と所有者との協議に

より、管理団体が行う管理又は復旧により所有

者の受ける利益の限度において、管理又は復旧

に要する費用の一部を所有者の負担とすること

を妨げるものではない。 

３ 管理団体は、その管理する史跡名勝天然記念

物につき観覧料を徴収することができる。 

第百十七条 管理団体が行う管理又は復旧によつ

て損失を受けた者に対しては、当該管理団体は、

その通常生ずべき損失を補償しなければならな

い。 

２ 前項の補償の額は、管理団体（管理団体が地

方公共団体であるときは、当該地方公共団体の

教育委員会）が決定する。 

３ 前項の規定による補償額については、第四十

一条第三項の規定を準用する。 

４ 前項で準用する第四十一条第三項の規定によ

る訴えにおいては、管理団体を被告とする。 

第百十八条 管理団体が行う管理には、第三十条、

第三十一条第一項及び第三十三条の規定を、管

理団体が行う管理及び復旧には、第三十五条及

び第四十七条の規定を、管理団体が指定され、

又はその指定が解除された場合には、第五十六

条第三項の規定を準用する。 

 

（所有者による管理及び復旧） 

第百十九条 管理団体がある場合を除いて、史跡

名勝天然記念物の所有者は、当該史跡名勝天然

記念物の管理及び復旧に当たるものとする。 

２ 前項の規定により史跡名勝天然記念物の管理

に当たる所有者は、当該史跡名勝天然記念物の

適切な管理のため必要があるときは、第百九十

二条の二第一項に規定する文化財保存活用支援

団体その他の適当な者を専ら自己に代わり当該

史跡名勝天然記念物の管理の責めに任ずべき者

（以下この章及び第百八十七条第一項第三号に

おいて「管理責任者」という。）に選任するこ

とができる。この場合には、第三十一条第三項

の規定を準用する。 

第百二十条 所有者が行う管理には、第三十条、

第三十一条第一項、第三十二条、第三十三条並

びに第百十五条第一項及び第二項（同条第二項

については、管理責任者がある場合を除く。）

の規定を、所有者が行う管理及び復旧には、第

三十五条及び第四十七条の規定を、所有者が変

更した場合の権利義務の承継には、第五十六条

第一項の規定を、管理責任者が行う管理には、

第三十条、第三十一条第一項、第三十二条第三

項、第三十三条、第四十七条第四項及び第百十

五条第二項の規定を準用する。 

 

（管理に関する命令又は勧告） 

第百二十一条 管理が適当でないため史跡名勝天

然記念物が滅失し、き損し、衰亡し、又は盗み

取られるおそれがあると認めるときは、文化庁

長官は、管理団体、所有者又は管理責任者に対

し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管

理に関し必要な措置を命じ、又は勧告すること

ができる。 

２ 前項の場合には、第三十六条第二項及び第三

項の規定を準用する。 

 

（復旧に関する命令又は勧告） 

第百二十二条 文化庁長官は、特別史跡名勝天然

記念物がき損し、又は衰亡している場合におい

て、その保存のため必要があると認めるときは、

管理団体又は所有者に対し、その復旧について

必要な命令又は勧告をすることができる。 

２ 文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物以外

の史跡名勝天然記念物が、き損し、又は衰亡し

ている場合において、その保存のため必要があ

ると認めるときは、管理団体又は所有者に対し、

その復旧について必要な勧告をすることができ

る。 

３ 前二項の場合には、第三十七条第三項及び第

四項の規定を準用する。 

 

（文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物の復

旧等の施行） 

第百二十三条 文化庁長官は、次の各号のいずれ

かに該当する場合においては、特別史跡名勝天

然記念物につき自ら復旧を行い、又は滅失、き

損、衰亡若しくは盗難の防止の措置をすること

ができる。 

一 管理団体、所有者又は管理責任者が前二条の

規定による命令に従わないとき。 

二 特別史跡名勝天然記念物がき損し、若しくは

衰亡している場合又は滅失し、き損し、衰亡し、

若しくは盗み取られるおそれのある場合におい
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て、管理団体、所有者又は管理責任者に復旧又

は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防止の措置

をさせることが適当でないと認められるとき。 

２ 前項の場合には、第三十八条第二項及び第三

十九条から第四十一条までの規定を準用する。 

 

（現状変更等の制限及び原状回復の命令） 

第百二十五条 史跡名勝天然記念物に関しその現

状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為

をしようとするときは、文化庁長官の許可を受

けなければならない。ただし、現状変更につい

ては維持の措置又は非常災害のために必要な応

急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為に

ついては影響の軽微である場合は、この限りで

ない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、

文部科学省令で定める。 

３ 第一項の規定による許可を与える場合には、

第四十三条第三項の規定を、第一項の規定によ

る許可を受けた者には、同条第四項の規定を準

用する。 

４ 第一項の規定による処分には、第百十一条第

一項の規定を準用する。 

５ 第一項の許可を受けることができなかつたこ

とにより、又は第三項で準用する第四十三条第

三項の許可の条件を付せられたことによつて損

失を受けた者に対しては、国は、その通常生ず

べき損失を補償する。 

６ 前項の場合には、第四十一条第二項から第四

項までの規定を準用する。 

７ 第一項の規定による許可を受けず、又は第三

項で準用する第四十三条第三項の規定による許

可の条件に従わないで、史跡名勝天然記念物の

現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行

為をした者に対しては、文化庁長官は、原状回

復を命ずることができる。この場合には、文化

庁長官は、原状回復に関し必要な指示をするこ

とができる。 

 

（関係行政庁による通知） 

第百二十六条 前条第一項の規定により許可を受

けなければならないこととされている行為であ

つてその行為をするについて、他の法令の規定

により許可、認可その他の処分で政令に定める

ものを受けなければならないこととされている

場合において、当該他の法令において当該処分

の権限を有する行政庁又はその委任を受けた者

は、当該処分をするときは、政令の定めるとこ

ろにより、文化庁長官（第百八十四条第一項又

は第百八十四条の二第一項の規定により前条第

一項の規定による許可を都道府県又は市町村の

教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は

市町村の教育委員会）に対し、その旨を通知す

るものとする。 

 

（復旧の届出等） 

第百二十七条 史跡名勝天然記念物を復旧しよう

とするときは、管理団体又は所有者は、復旧に

着手しようとする日の三十日前までに、文部科

学省令の定めるところにより、文化庁長官にそ

の旨を届け出なければならない。ただし、第百

二十五条第一項の規定により許可を受けなけれ

ばならない場合その他文部科学省令の定める場

合は、この限りでない。 

２ 史跡名勝天然記念物の保護上必要があると認

めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る

史跡名勝天然記念物の復旧に関し技術的な指導

と助言を与えることができる。 

 

（環境保全） 

第百二十八条 文化庁長官は、史跡名勝天然記念

物の保存のため必要があると認めるときは、地

域を定めて一定の行為を制限し、若しくは禁止

し、又は必要な施設をすることを命ずることが

できる。 

２ 前項の規定による処分によつて損失を受けた

者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を

補償する。 

３ 第一項の規定による制限又は禁止に違反した

者には、第百二十五条第七項の規定を、前項の

場合には、第四十一条第二項から第四項までの

規定を準用する。 

 

（史跡名勝天然記念物保存活用計画の認定） 

第百二十九条の二 史跡名勝天然記念物の管理団

体又は所有者は、文部科学省令で定めるところ

により、史跡名勝天然記念物の保存及び活用に

関する計画（以下「史跡名勝天然記念物保存活

用計画」という。）を作成し、文化庁長官の認

定を申請することができる。 

２ 史跡名勝天然記念物保存活用計画には、次に

掲げる事項を記載するものとする。 

一 当該史跡名勝天然記念物の名称及び所在地 

二 当該史跡名勝天然記念物の保存及び活用のた
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めに行う具体的な措置の内容 

三 計画期間 

四 その他文部科学省令で定める事項 

３ 前項第二号に掲げる事項には、当該史跡名勝

天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす

行為に関する事項を記載することができる。 

４ 文化庁長官は、第一項の規定による認定の申

請があつた場合において、その史跡名勝天然記

念物保存活用計画が次の各号のいずれにも適合

するものであると認めるときは、その認定をす

るものとする。 

一 当該史跡名勝天然記念物保存活用計画の実施

が当該史跡名勝天然記念物の保存及び活用に寄

与するものであると認められること。 

二 円滑かつ確実に実施されると見込まれるもの

であること。 

三 第百八十三条の二第一項に規定する文化財保

存活用大綱又は第百八十三条の五第一項に規定

する認定文化財保存活用地域計画が定められて

いるときは、これらに照らし適切なものである

こと。 

四 当該史跡名勝天然記念物保存活用計画に前項

に規定する事項が記載されている場合には、そ

の内容が史跡名勝天然記念物の現状変更又は保

存に影響を及ぼす行為を適切に行うために必要

なものとして文部科学省令で定める基準に適合

するものであること。 

５ 文化庁長官は、前項の認定をしたときは、遅

滞なく、その旨を当該認定を申請した者に通知

しなければならない。 

 

（認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計画

の変更） 

第百二十九条の三 前条第四項の認定を受けた史

跡名勝天然記念物の管理団体又は所有者は、当

該認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計

画の変更（文部科学省令で定める軽微な変更を

除く。）をしようとするときは、文化庁長官の

認定を受けなければならない。 

２ 前条第四項及び第五項の規定は、前項の認定

について準用する。 

 

（現状変更等の許可の特例） 

第百二十九条の四 第百二十九条の二第三項に規

定する事項が記載された史跡名勝天然記念物保

存活用計画が同条第四項の認定（前条第一項の

変更の認定を含む。以下この章及び第百五十三

条第二項第二十三号において同じ。）を受けた

場合において、当該史跡名勝天然記念物の現状

変更又は保存に影響を及ぼす行為をその記載さ

れた事項の内容に即して行うに当たり、第百二

十五条第一項の許可を受けなければならないと

きは、同項の規定にかかわらず、当該現状変更

又は保存に影響を及ぼす行為が終了した後遅滞

なく、文部科学省令で定めるところにより、そ

の旨を文化庁長官に届け出ることをもつて足り

る。 

 

（認定史跡名勝天然記念物保存活用計画の実施状

況に関する報告の徴収） 

第百二十九条の五 文化庁長官は、第百二十九条

の二第四項の認定を受けた史跡名勝天然記念物

の管理団体又は所有者に対し、当該認定を受け

た史跡名勝天然記念物保存活用計画（変更があ

つたときは、その変更後のもの。次条第一項及

び第百二十九条の七において「認定史跡名勝天

然記念物保存活用計画」という。）の実施の状

況について報告を求めることができる。 

 

（認定の取消し） 

第百二十九条の六 文化庁長官は、認定史跡名勝

天然記念物保存活用計画が第百二十九条の二第

四項各号のいずれかに適合しなくなつたと認め

るときは、その認定を取り消すことができる。 

２ 文化庁長官は、前項の規定により認定を取り

消したときは、遅滞なく、その旨を当該認定を

受けていた者に通知しなければならない。 

 

（管理団体等への指導又は助言） 

第百二十九条の七 都道府県及び市町村の教育委

員会は、史跡名勝天然記念物の管理団体又は所

有者の求めに応じ、史跡名勝天然記念物保存活

用計画の作成及び認定史跡名勝天然記念物保存

活用計画の円滑かつ確実な実施に関し必要な指

導又は助言をすることができる。 

２ 文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の管理団

体又は所有者の求めに応じ、史跡名勝天然記念

物保存活用計画の作成及び認定史跡名勝天然記

念物保存活用計画の円滑かつ確実な実施に関し

必要な指導又は助言をするように努めなければ

ならない。 

 

（保存のための調査） 

第百三十条 文化庁長官は、必要があると認める
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ときは、管理団体、所有者又は管理責任者に対

し、史跡名勝天然記念物の現状又は管理、復旧

若しくは環境保全の状況につき報告を求めるこ

とができる。 

第百三十一条 文化庁長官は、次の各号のいずれ

かに該当する場合において、前条の報告によつ

てもなお史跡名勝天然記念物に関する状況を確

認することができず、かつ、その確認のため他

に方法がないと認めるときは、調査に当たる者

を定め、その所在する土地又はその隣接地に立

ち入つてその現状又は管理、復旧若しくは環境

保全の状況につき実地調査及び土地の発掘、障

害物の除却その他調査のため必要な措置をさせ

ることができる。ただし、当該土地の所有者、

占有者その他の関係者に対し、著しい損害を及

ぼすおそれのある措置は、させてはならない。 

一 史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保

存に影響を及ぼす行為の許可の申請があつたと

き。 

二 史跡名勝天然記念物がき損し、又は衰亡して

いるとき。 

三 史跡名勝天然記念物が滅失し、き損し、衰亡

し、又は盗み取られるおそれのあるとき。 

四 特別の事情によりあらためて特別史跡名勝天

然記念物又は史跡名勝天然記念物としての価値

を調査する必要があるとき。 

２ 前項の規定による調査又は措置によつて損失

を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべ

き損失を補償する。 

３ 第一項の規定により立ち入り、調査する場合

には、第五十五条第二項の規定を、前項の場合

には、第四十一条第二項から第四項までの規定

を準用する。 

 

第十二章 補則 

（国に関する特例） 

第百六十二条 国又は国の機関に対しこの法律の

規定を適用する場合において、この節に特別の

規定のあるときは、その規定による。 

 

（重要文化財等についての国に関する特例） 

第百六十八条 次に掲げる場合には、関係各省各

庁の長は、あらかじめ、文部科学大臣を通じ文

化庁長官の同意を求めなければならない。 

一 重要文化財又は史跡名勝天然記念物の現状を

変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をし

ようとするとき。 

二 所管に属する重要文化財又は重要有形民俗文

化財を輸出しようとするとき。 

三 所管に属する重要文化財、重要有形民俗文化

財又は史跡名勝天然記念物の貸付、交換、売払、

譲与その他の処分をしようとするとき。 

２ 各省各庁の長以外の国の機関が、重要文化財

又は史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又は

その保存に影響を及ぼす行為をしようとすると

きは、あらかじめ、文化庁長官の同意を求めな

ければならない。 

３ 第一項第一号及び前項の場合には、第四十三

条第一項ただし書及び同条第二項並びに第百二

十五条第一項ただし書及び同条第二項の規定を

準用する。 

４ 文化庁長官は、第一項第一号又は第二項に規

定する措置につき同意を与える場合においては、

その条件としてその措置に関し必要な勧告をす

ることができる。 

５ 関係各省各庁の長その他の国の機関は、前項

の規定による文化庁長官の勧告を十分に尊重し

なければならない。 

第百六十九条 文化庁長官は、必要があると認め

るときは、文部科学大臣を通じ各省各庁の長に

対し、次に掲げる事項につき必要な勧告をする

ことができる。 

一 所管に属する重要文化財、重要有形民俗文化

財又は史跡名勝天然記念物の管理方法 

二 所管に属する重要文化財、重要有形民俗文化

財、史跡名勝天然記念物又は重要文化的景観の

修理若しくは復旧又は滅失、き損、衰亡若しく

は盗難の防止の措置 

三 重要文化財又は史跡名勝天然記念物の環境保

全のため必要な施設 

四 所管に属する重要文化財又は重要有形民俗文

化財の出品又は公開 

２ 前項の勧告については、前条第五項の規定を

準用する。 

３ 第一項の規定による文化庁長官の勧告に基づ

いて施行する同項第二号に規定する修理、復旧

若しくは措置又は同項第三号に規定する施設に

要する経費の分担については、文部科学大臣と

各省各庁の長が協議して定める。 

第百七十条の四 第五十三条の二第三項第一号に

掲げる事項が記載された重要文化財保存活用計

画、第八十五条の二第三項に規定する事項が記

載された重要有形民俗文化財保存活用計画又は

第百二十九条の二第三項に規定する事項が記載
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された史跡名勝天然記念物保存活用計画につい

て第百七十条の二第二項の同意（前条第一項の

変更の同意を含む。次条及び第百七十条の六に

おいて同じ。）を得た場合において、当該重要

文化財、重要有形民俗文化財又は史跡名勝天然

記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為

をその記載された事項の内容に即して行うに当

たり、第百六十七条第一項（第六号に係る部分

に限る。）の規定による通知をし、又は第百六

十八条第一項（第一号に係る部分に限る。）の

規定による同意を求めなければならないときは、

これらの規定にかかわらず、当該現状変更又は

保存に影響を及ぼす行為が終了した後遅滞なく、

文部科学省令で定めるところにより、その旨を

文部科学大臣を通じ文化庁長官に通知すること

をもつて足りる。 

 

第十三章 罰則 

第百九十六条 史跡名勝天然記念物の現状を変更

し、又はその保存に影響を及ぼす行為をして、

これを滅失し、毀損し、又は衰亡するに至らし

めた者は、五年以下の懲役若しくは禁錮又は百

万円以下の罰金に処する。 

２ 前項に規定する者が当該史跡名勝天然記念物

の所有者であるときは、二年以下の懲役若しく

は禁錮又は五十万円以下の罰金若しくは科料に

処する。 

第百九十七条 次の各号のいずれかに該当する者

は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第四十三条又は第百二十五条の規定に違反し

て、許可を受けず、若しくはその許可の条件に

従わないで、重要文化財若しくは史跡名勝天然

記念物の現状を変更し、若しくはその保存に影

響を及ぼす行為をし、又は現状変更若しくは保

存に影響を及ぼす行為の停止の命令に従わなか

つた者 

二 第九十六条第二項の規定に違反して、現状を

変更することとなるような行為の停止又は禁止

の命令に従わなかつた者 

 

 

文化財保護法施行令（抄） 

 

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 

第五条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事

務は、都道府県の教育委員会（当該都道府県が

特定地方公共団体である場合にあつては、当該

都道府県の知事。以下同じ。）が行うこととす

る。ただし、我が国にとつて歴史上又は学術上

の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財につ

いて、文化庁長官がその保護上特に必要がある

と認めるときは、自ら第五号に掲げる事務（法

第九十二条第一項の規定による届出の受理及び

法第九十四条第一項又は第九十七条第一項の規

定による通知の受理を除く。）を行うことを妨

げない。 

一 法第三十五条第三項（法第八十三条、第百十

八条、第百二十条及び第百七十二条第五項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による指揮

監督（管理に係るものに限る。）並びに法第三

十六条第三項（法第八十三条、第百二十一条第

二項（法第百七十二条第五項において準用する

場合を含む。）及び第百七十二条第五項におい

て準用する場合を含む。）、第四十六条の二第

二項及び第百二十九条第二項において準用する

法第三十五条第三項の規定による指揮監督 

二 法第四十三条第四項（法第百二十五条第三項

において準用する場合を含む。）の規定による

現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現

状変更等」という。）の停止命令（文化庁長官

が許可した現状変更等に係るものに限る。） 

三 法第五十一条第五項（法第五十一条の二（法

第八十五条において準用する場合を含む。）及

び第八十五条において準用する場合を含む。）

の規定による公開の停止命令（公開に係る重要

文化財又は重要有形民俗文化財が当該都道府県

の区域内に存するものである場合に限る。）及

び法第八十四条第二項において準用する法第五

十一条第五項の規定による公開の停止命令 

四 法第五十三条第四項の規定による公開の停止

命令（文化庁長官が許可した公開に係るものに

限る。） 

五 法第九十二条第一項の規定による届出の受理、

同条第二項の規定による指示及び命令、法第九

十四条第一項の規定による通知の受理、同条第

二項の規定による通知、同条第三項の規定によ

る協議、同条第四項の規定による勧告、法第九

十七条第一項の規定による通知の受理、同条第

二項の規定による通知、同条第三項の規定によ

る協議並びに同条第四項の規定による勧告 

２ 法第九十三条第一項において準用する法第九

十二条第一項の規定による届出の受理、法第九

十三条第二項の規定による指示、法第九十六条

第一項の規定による届出の受理、同条第二項又
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は第七項の規定による命令、同条第三項の規定

による意見の聴取、同条第五項又は第七項の規

定による期間の延長及び同条第八項の規定によ

る指示についての文化庁長官の権限に属する事

務は、都道府県の教育委員会（地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の

十九第一項の指定都市（以下「指定都市」とい

う。）の区域内における土地の発掘又は遺跡の

発見に係るものにあつては、当該指定都市の教

育委員会（当該指定都市が特定地方公共団体で

ある場合にあつては、当該指定都市の長））が

行うこととする。ただし、我が国にとつて歴史

上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋

蔵文化財について、文化庁長官がその保護上特

に必要があると認めるときは、自らこれらの事

務（法第九十三条第一項において準用する法第

九十二条第一項の規定による届出の受理及び法

第九十六条第一項の規定による届出の受理を除

く。）を行うことを妨げない。 

３ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、

都道府県の教育委員会（第一号及び第三号に掲

げるものにあつては第一号イ及びロに掲げる現

状変更等が指定都市又は地方自治法第二百五十

二条の二十二第一項の中核市（以下「指定都市

等」という。）の区域内において行われる場合、

第二号に掲げるものにあつては指定都市等の区

域内において公開が行われ、かつ、当該公開に

係る重要文化財が当該指定都市等の区域内に存

するもののみである場合においては、当該指定

都市等の教育委員会（当該指定都市等が特定地

方公共団体である場合にあつては、当該指定都

市等の長。第七条において同じ。））が行うこ

ととする。 

一 次に掲げる現状変更等に係る法第四十三条第

一項、第三項及び第四項の規定による許可及び

その取消し並びに停止命令 

イ 建造物である重要文化財と一体のものとして

当該重要文化財に指定された土地その他の物件

（建造物を除く。）の現状変更等 

ロ 金属、石又は土で作られた重要文化財の型取

り 

二 法第五十三条第一項、第三項及び第四項の規

定による公開の許可及びその取消し並びに公開

の停止命令（公開に係る重要文化財が当該都道

府県又は指定都市等の区域内に存するもののみ

である場合に限る。） 

三 法第五十四条（法第百七十二条第五項におい

て準用する場合を含む。）及び第五十五条の規

定による調査（第一号イ及びロに掲げる現状変

更等に係る法第四十三条第一項の規定による許

可の申請に係るものに限る。） 

４ 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、

都道府県の教育委員会（第一号イからリまで及

びルに掲げる現状変更等が市の区域（法第百十

五条第一項に規定する管理団体（以下この条及

び次条第二項第一号イにおいて単に「管理団体」

という。）が都道府県である史跡名勝天然記念

物の管理のための計画（以下この条並びに次条

第二項第一号イ及びハにおいて「管理計画」と

いう。）を当該都道府県の教育委員会が定めて

いる区域を除く。以下この項において「市の特

定区域」という。）内において行われる場合、

第一号ヌに掲げる現状変更等を行う動物園又は

水族館が市の特定区域内に存する場合並びに同

号ヲに規定する指定区域が市の特定区域内に存

する場合にあつては、当該市の教育委員会（当

該市が特定地方公共団体である場合にあつては、

当該市の長。以下この条において同じ。））が

行うこととする。 

一 次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げ

るものにあつては、史跡名勝天然記念物の指定

に係る地域内において行われるものに限る。）

に係る法第百二十五条第一項並びに同条第三項

において準用する法第四十三条第三項及び第四

項の規定による許可及びその取消し並びに停止

命令 

イ 小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階

を有しない木造又は鉄骨造の建築物であつて、

建築面積（増築又は改築にあつては、増築又は

改築後の建築面積）が百二十平方メートル以下

のものをいう。ロにおいて同じ。）で二年以内

の期間を限つて設置されるものの新築、増築又

は改築 

ロ 小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又

は改築にあつては、建築の日から五十年を経過

していない小規模建築物に係るものに限る。）

であつて、指定に係る地域の面積が百五十ヘク

タール以上である史跡名勝天然記念物に係る都

市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条第

一項第一号の第一種低層住居専用地域、第二種

低層住居専用地域又は田園住居地域におけるも

の 

ハ 工作物（建築物を除く。以下このハにおいて

同じ。）の設置若しくは改修（改修にあつては、
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設置の日から五十年を経過していない工作物に

係るものに限る。）又は道路の舗装若しくは修

繕（それぞれ土地の掘削、盛土、切土その他土

地の形状の変更を伴わないものに限る。） 

ニ 法第百十五条第一項（法第百二十条及び第百

七十二条第五項において準用する場合を含む。）

に規定する史跡名勝天然記念物の管理に必要な

施設の設置又は改修 

ホ 電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他

これらに類する工作物の設置又は改修 

ヘ 建築物等の除却（建築又は設置の日から五十

年を経過していない建築物等に係るものに限

る。） 

ト 木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係

る木竹については、危険防止のため必要な伐採

に限る。） 

チ 史跡名勝天然記念物の保存のため必要な試験

材料の採取 

リ 天然記念物に指定された動物の個体の保護若

しくは生息状況の調査又は当該動物による人の

生命若しくは身体に対する危害の防止のため必

要な捕獲及び当該捕獲した動物の飼育、当該捕

獲した動物への標識若しくは発信機の装着又は

当該捕獲した動物の血液その他の組織の採取 

ヌ 天然記念物に指定された動物の動物園又は水

族館相互間における譲受け又は借受け 

ル 天然記念物に指定された鳥類の巣で電柱に作

られたもの（現に繁殖のために使用されている

ものを除く。）の除却 

ヲ イからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝

天然記念物の指定に係る地域のうち指定区域

（当該史跡名勝天然記念物の管理計画を都道府

県の教育委員会（当該管理計画が市の区域（管

理団体が当該都道府県である史跡名勝天然記念

物の指定に係る地域内の区域に限る。）又は町

村の区域（次条第七項に規定する特定認定市町

村である町村であつて同条第二項に規定する事

務を行うこととされたものにあつては、管理団

体が当該都道府県である史跡名勝天然記念物の

指定に係る地域内の区域に限る。）を対象とす

る場合に限る。）又は市の教育委員会（当該管

理計画が市の特定区域を対象とする場合に限

る。）が定めている区域のうち当該都道府県又

は市の教育委員会の申出に係るもので、現状変

更等の態様、頻度その他の状況を勘案して文化

庁長官が指定する区域をいう。）における現状

変更等 

二 法第百三十条（法第百七十二条第五項におい

て準用する場合を含む。）及び第百三十一条の

規定による調査及び調査のため必要な措置の施

行（前号イからヲまでに掲げる現状変更等に係

る法第百二十五条第一項の規定による許可の申

請に係るものに限る。） 

５ 前項の管理計画に記載すべき事項は、文部科

学省令で定める。 

６ 都道府県の教育委員会は、管理団体が当該都

道府県である史跡名勝天然記念物について、市

の区域を対象とする管理計画を定めようとする

ときは、あらかじめ、当該市の教育委員会に協

議し、その同意を得なければならない。これを

変更し、又は廃止しようとするときも、同様と

する。 

７ 第四項の規定により同項各号に掲げる事務の

うち市の区域に係るものを行おうとする都道府

県の教育委員会は、文部科学省令で定めるとこ

ろにより、その旨を公示しなければならない。

これを変更し、又は廃止しようとするときも、

同様とする。 

８ 文化庁長官は、第四項第一号ヲの規定による

指定区域の指定をしたときは、その旨を官報で

告示しなければならない。 

９ 第一項本文、第二項本文、第三項及び第四項

の場合においては、法の規定中これらの規定に

より都道府県又は市の教育委員会が行う事務に

係る文化庁長官に関する規定は、都道府県又は

市の教育委員会に関する規定として都道府県又

は市の教育委員会に適用があるものとする。 

 

 

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物

の現状変更等の許可申請等に関する規則（抄） 

（昭和二十六年七月十三日文化財保護委員会規則

第十号） 

 

（許可の申請） 

第一条 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百

十四号。以下「法」という。）第百二十五条第

一項の規定による許可を受けようとする者（以

下「許可申請者」という。）は、次に掲げる事

項を記載した許可申請書を文化庁長官（法第百

八十四条第一項第二号及び第百八十四条の二第

一項（法第百八十四条第一項第二号に掲げる事

務に係る部分に限る。第三条第一項において同

じ。）の規定により当該許可を都道府県又は市
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（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員

会（当該都道府県又は市町村が法第五十三条の

八第一項に規定する特定地方公共団体（第六条

第一項第四号において単に「特定地方公共団体」

という。）である場合にあつては、当該都道府

県の知事又は市町村の長。以下この条及び第三

条第一項において同じ。）が行う場合には、当

該都道府県又は市町村の教育委員会）に提出し

なければならない。 

一 史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝

（特別名勝を含む。以下同じ。）又は天然記念

物（特別天然記念物を含む。以下同じ。）の別

及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 所有者の氏名又は名称及び住所 

五 権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所 

六 管理団体がある場合は、その名称及び事務所

の所在地 

七 管理責任者がある場合は、その氏名又は名称

及び住所 

八 許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表

者の氏名並びに事務所の所在地 

九 史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保

存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」と

いう。）を必要とする理由 

十 現状変更等の内容及び実施の方法 

十一 現状変更等により生ずる物件の滅失若しく

は毀損又は景観の変化その他現状変更等が史跡、

名勝又は天然記念物に及ぼす影響に関する事項 

十二 現状変更等の着手及び終了の予定時期 

十三 現状変更等に係る地域の地番 

十四 現状変更等に係る工事その他の行為の施行

者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並

びに事務所の所在地 

十五 その他参考となるべき事項 

２ 埋蔵文化財の調査のための土地の発掘を内容

とする現状変更等の場合における許可申請書に

は、前項各号に掲げる事項の外、左に掲げる事

項を記載するものとする。 

一 発掘担当者の氏名及び住所並びに経歴 

二 出土品の処置に関する希望 

 

（維持の措置の範囲） 

第四条 法第百二十五条第一項ただし書の規定に

より現状変更について許可を受けることを要し

ない場合は、次の各号のいずれかに該当する場

合とする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰

亡している場合において、その価値に影響を及

ぼすことなく当該史跡、名勝又は天然記念物を

その指定当時の原状（指定後において現状変更

等の許可を受けたものについては、当該現状変

更等の後の原状）に復するとき。 

二 史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰

亡している場合において、当該き損又は衰亡の

拡大を防止するため応急の措置をするとき。 

三 史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、

又は衰亡し、かつ、当該部分の復旧が明らかに

不可能である場合において、当該部分を除去す

るとき。 

 

（国の機関による現状変更等） 

第五条 各省各庁の長その他の国の機関が、史跡、

名勝又は天然記念物の現状変更等について、法

第百六十八条第一項第一号又は第二項の規定に

よる同意を求めようとする場合には第一条及び

第二条の規定を、法第百六十八条第一項第一号

又は第二項の規定による同意を受けた場合には

第三条の規定を準用する。 

２ 法第百六十八条第三項で準用する法第百二十

五条第一項ただし書の規定により現状変更につ

いて同意を求めることを要しない場合は、前条

各号に掲げる場合とする。 

 

（管理計画） 

第六条 文化財保護法施行令（昭和五十年政令第

二百六十七号。次条において「令」という。）

第五条第四項の管理計画には、次に掲げる事項

を記載するものとする。 

一 史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称 

二 指定年月日 

三 史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四 管理計画を定めた都道府県又は市町村の教育

委員会（当該都道府県又は市町村が特定地方公

共団体である場合にあつては、当該都道府県又

は市町村） 

五 史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況 

六 史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基

本方針 

七 史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許

可の基準及びその適用区域 

八 その他参考となるべき事項 

２ 管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の
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許可の基準の適用区域を示す図面を添えるもの

とする。 

 

（市町村の区域に係る事務の処理の開始の公示） 

第七条 令第五条第七項（令第六条第八項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定による公示は、次に掲げる事項について行う

ものとする。 

一 令第五条第四項各号又は令第六条第二項各号

に掲げる事務のうち市町村の区域に係るものの

処理を開始する旨 

二 令第五条第四項各号又は令第六条第二項各号

に掲げる事務のうち市町村の区域に係るものの

処理を開始する日 

 

 

文化財保護法施行令第５条第４項第１号イから

ルまで並びに第６条第２項第１号イ及びロに掲

げる史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の

事務の処理基準について 

（平成１２年４月２８日文部大臣裁定、平成３

１年３月２９日最終改正） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４５条の９第１項及び第３項の規定に基づき、

文化財保護法施行令（昭和５０年政令第２６７

号。以下「令」という。）第５条第４項第１号

イからルまで並びに令第６条第２項第１号イ及

びロに掲げる史跡名勝天然記念物の現状変更又

は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」

という。）の許可の事務を都道府県若しくは市

（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会（当

該都道府県又は市が文化財保護法（昭和２５年

法律第２１４号。以下「法」という。）第５３

条の８第１項に規定する特定地方公共団体（以

下単に「特定地方公共団体」という。）である

場合にあっては、当該都道府県の知事又は当該

市の長。以下同じ。）又は認定市町村（法第１

８３条の３第５項の認定を受けた市町村をいう。

以下同じ。）である町村の教育委員会（当該町

村が特定地方公共団体である場合にあっては、

当該町村の長。以下同じ。）が処理するに当た

りよるべき基準を次のとおり定める。 

Ⅰ 共通事項 

⑴ 現状変更等が「市」又は「認定市町村で

ある町村」と当該市又は認定市町村である

町村以外の「市町村」とにまたがって行わ

れる場合には、現状変更等の許可申請は、

許可の権限を有するそれぞれの都道府県若

しくは市の教育委員会又は認定市町村であ

る町村の教育委員会が受理し、許可の事務

を行う。この場合には、関係教育委員会相

互間において、必要に応じ、適宜連絡調整

を行うものとする。なお、管理団体が都道

府県である史跡名勝天然記念物の管理のた

めの計画を当該都道府県の教育委員会が定

めている区域においては、「市」又は「認

定市町村である町村」と当該市又は認定市

町村である町村以外の「市町村」とにまた

がって現状変更等が行われる場合であって

も、当該現状変更等の許可申請は、許可の

権限を有する都道府県の教育委員会が受理

し、許可の事務を行う。 

⑵ 次の場合には当該現状変更等を許可する

ことができない。 

① 史跡名勝天然記念物の適切な保存活

用等のために策定された「保存活用計画

（保存管理計画）」に定められた保存（保

存管理）の基準に反する場合 

② 史跡名勝天然記念物の滅失、毀損又は

衰亡が著しいものとなるおそれがある

場合 

③ 史跡名勝天然記念物の価値を著しく

減じるおそれがある場合 

④ 地域を定めて指定した天然記念物に

関し、指定対象である動植物の生息環境

又は生態系全体に対して著しい影響を

与える恐れがある場合 

⑶ 都道府県若しくは市の教育委員会又は認

定市町村である町村の教育委員会に対する

現状変更等の許可申請の審査のため、地方

公共団体等が事前に発掘調査を行う場合は、

当該発掘調査の実施につき法第１２５条第

１項の規定による文化庁長官の許可を要す

る。 

⑷ 都道府県若しくは市の教育委員会又は認

定市町村である町村の教育委員会が現状変

更等の許可をするに当たっては、法第１２

５条第３項において準用する法第４３条第

３項の規定により、許可の条件として次の

例のような指示をすることができる。なお、

当該許可の条件として指示した発掘調査の

実施については、改めて現状変更等の許可

を要しない。 
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① 当該現状変更等の事前に発掘調査を行う

こと。 

② 当該現状変更等に際し、関係教育委員会

の職員の立会いを求めること。 

③ 重要な遺構などが発見された場合は、設

計変更等により、その保存を図ること。 

④ 当該現状変更等の実施に当たっては、関

係教育委員会の指示を受けること。 

⑤ 当該現状変更等の許可申請書又は添附し

た書類、図面若しくは写真の記載事項又は 

表示事項のうち、現状変更等の内容及び実

施の方法の変更、許可申請者の変更などの

実質的な変更については、改めて現状変更

等の許可を申請すること。ただし、許可申

請者の住所や事務所の所在地の変更など実

質的な変更でないものについては、その旨

を報告すること。 

⑥ 当該現状変更等を終了したときは、遅滞

なくその旨を報告すること。 

Ⅱ 個別事項 

１ 令第５条第４項第１号イ関係  

⑴ 「建築面積」とは、建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）第２条第１項第２

号に定める建築面積をいう。 

⑵ 次の場合は、本号による許可の事務の範囲

には含まれない。 

① 新築については、小規模建築物の設置期

間の更新があらかじめ予想される場合 

② 増築又は改築については、増築又は改築

部分の設置期間が本体である建築物の新築

を完了した日から２年を超える場合 

③ 新築、増築又は改築については、当該新

築等に伴う土地の掘削、盛土、切土その他

土地の形状の変更が、当該新築等に必要な

最小限度のやむを得ない規模を超える場合 

⑶ 新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を伴

う場合には、当該木竹の伐採について、別途、

法第１２５条第１項の規定による文化庁長官

の許可又は令第５条４項第１号トによる都道

府県又は市の教育委員会の許可を要する（法

第１２５条第１項ただし書の維持の措置であ

る場合を除く。）。 

⑷ 新築、増築又は改築の際に除却を伴う場合

には、「新築及び除却」、「増築及び除却」

又は「改築及び除却」として許可の申請をさ

せ、除却と併せて許可をするものとする。 

２ 令第５条第４項第１号ロ関係 

⑴ 新築、増築又は改築に伴う土地の掘削、盛

土、切土その他土地の形状の変更が、新築等

に必要な最小限度のやむを得ない規模を超え

る場合には、本号による許可の事務の範囲に

含まれない。 

⑵ 新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を伴

う場合には、当該木竹の伐採について、別途、

法第１２５条第１項の規定による文化庁長官

の許可又は令第５条４項第１号トによる都道

府県又は市の教育委員会の許可を要する（法

第１２５条第１項ただし書の維持の措置であ

る場合を除く。）。 

３ 令第５条第４項第１号ハ関係 

⑴ 「工作物」には、次のものを含む。 

① 小規模建築物に附随する門、生け垣又は

塀 

② 既設の道路に設置される電柱、道路標識、

信号機又はガードレール 

③ 小規模な観測・測定機器 

④ 木道 

⑵ 「道路」には、道路法（昭和２７年法律第

１８０号）第３条各号に掲げる道路（ただし、

道路と一体となってその効用を全うする施設

及び道路の附属物で当該道路に附属して設け

られているものを除く。）のほか、農道、林

道、漁港関連道を含む。 

⑶ 「道路の舗装」とは、既設の未舗装の道路

の舗装をいう。 

⑷ 「道路の修繕」とは、既設の舗装又は未舗

装の道路の破損、劣化等に対応して行われる

部分的な修復その他これに類する工事をいう。 

⑸ 道路についての「土地の形状変更」には、

道路の幅員の拡幅、路床の削平、側溝の設置

及び道路の構造の変更に伴うものを含む。 

⑹ 工作物の設置又は改修の際に木竹の伐採を

伴う場合には、当該木竹の伐採について、別

途、法第１２５条第１項の規定による文化庁

長官の許可又は令第５条４項第１号トによる

都道府県又は市の教育委員会の許可を要する

（法第１２５条第１項のただし書きの維持の

措置である場合を除く。）。 

４ 令第５条第４項第１号ニ関係 

⑴ 「史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設」

とは、法第１１５条第１項の標識、説明版、

境界標、囲さくその他の施設をいう。 

⑵ 設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切

土その他土地の形状の変更が、設置等に必要
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な最小限度のやむを得ない規模を超える場合

には、本号による許可の事務の範囲に含まれ

ない。 

⑶ 標識、説明版、標柱、注意札、境界標又は

囲さくその他の施設であって、史跡名勝天然

記念物標識等設置基準規則（昭和２９年文化

財保護委員会規則第７号）に定める基準に合

致しないものについては、その設置又は改修

の許可をすることができない。 

５ 令第５条第４項第１号ホ関係 

⑴ 「電線」には、配電管内の電線及び電話線

等の通信線を含む。 

⑵ 「その他これらに類する工作物」には、側

溝、街渠、集水ます及び電線共同溝を含む。 

⑶ 設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切

土その他土地の形状の変更が、設置又は改修

に必要な最小限度のやむを得ない規模を超え

る場合には、本号による許可の事務の範囲に

含まれない。 

６ 令第５条第４項第１号ヘ関係 

⑴ 除却に伴う土地の掘削、盛土、切土その他

土地の形状の変更が、除却に必要な最小限度

のやむを得ない規模を超える場合には、本号

による許可の事務の範囲に含まれない。 

⑵ 除却の際に木竹の伐採を伴う場合には、当

該木竹の伐採について、別途、法第１２５条

第１項の規定による文化庁長官の許可又は令

第５条４項第１号トによる都道府県又は市の

教育委員会の許可を要する（法第１２５条第

１項ただし書の維持の措置である場合を除

く。）。 

７ 令第５条第４項第１号ト関係 

⑴ 「木竹の伐採」とは、幹を切ること及び枝

を切断して除去することをいう。 

⑵ 「危険防止のため必要な伐採」とは、倒木

や落枝によって人身又は建物に危害が及ぶ危

険性の高い場合における危険防止に必要な最

小限度のやむを得ない程度の伐採をいう。 

⑶ 木竹の伐採が、法第１２５条第１項ただし

書の維持の措置である場合には、許可を要し

ない。 

８ 令第５条第４項第１号チ関係 

⑴ 「保存のため必要な試験材料の採取」とは、

その保存を目的として史跡名勝天然記念物の

現状を適切に把握するために行われる土壌、

植物、鉱物等のサンプル採取をいう。 

⑵ 学術研究のために行われるものなど、史跡

名勝天然記念物の保存を目的としない試験材

料の採取については、本号による許可の事務

の範囲に含まれない。 

９ 令第５条第４項第１号リ関係 

⑴ 「個体の保護のため必要な捕獲」とは、天

然記念物に指定された動物が傷ついている場

合や生命の危険にさらされている場合などに

当該動物の個体の安全を確保するため、やむ

を得ず捕獲することをいう。 

⑵ 「生息状況の調査のため必要な捕獲」とは、

学術調査、公共事業の事前又は事後の環境影

響評価のための調査等のため、必要な最小限

度のやむを得ない程度の一時的な捕獲をいう。 

⑶ 「人の生命若しくは身体に対する危害の防

止のため必要な捕獲」とは、人の生命若しく

は身体に対する危害の防止の必要性が具体的

に生じている場合の捕獲をいい、財産に対す

る危害を防止するための捕獲を含まない。 

⑷ 「捕獲」には、捕殺を含む。 

⑸ 「その他の組織の採取」には体毛及び羽毛

の採取を含む。 

⑹ 次の場合には、本号による許可の事務の範

囲に含まれない。 

① 「捕獲」と「飼育」、「標識又は発信機

の装着」又は「血液その他の組織の採取」

とが、許可の事務を行う都道府県又は市の

区域を超えて行われる場合 

② 「捕獲」、「捕獲及び飼育」、「捕獲及

び標識又は発信機の装着」又は「血液その

他の組織の採取」以外に、移動等天然記念

物に指定された動物に対する他の現状変更

等を併せて行う場合 

⑺ 「標識又は発信機の装着」については、標

識又は発信機の大きさ、材質又は装着の方法

が天然記念物に指定された動物に著しい影響

を与えるおそれがある場合には、許可をする

ことができない。 

⑻ 「血液その他の組織の採取」については、

その方法や量が天然記念物に指定された動物

に著しい影響を与えるおそれがある場合には、

許可をすることができない。 

10 令第５条第４項第１号ヌ関係 

⑴ 「動物園」又は「水族館」とは、博物館法

（昭和２６年法律第２８５号）第１０条の規

定により登録を受けた博物館、同法第２９条

の規定により指定された博物館に相当する施

設又はそれ以外の公益社団法人日本動物園水
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族館協会の正会員である動物園又は水族館を

いう。 

⑵ 本号による譲受け又は借受けの許可の場合

には、天然記念物に指定された動物の譲渡若

しくは貸出しを行う動物園又は水族館におい

ては、当該譲渡又は貸出しについての許可を

受けることを要しない。 

⑶ 天然記念物に指定された動物の輸出につい

ては、法第１２５条第１項の規定による文化

庁長官の許可を要する。 

11 令第５条第４項第１号ル関係 

天然記念物に指定された鳥類で、電柱に巣を

作るものとしては、例えば、天然記念物カササ

ギ生息地におけるカササギがある。 

12 令第６条第２項第１条イ及びロ関係 

令第６条第２項第１号イ及びロに掲げる現状

変更等については、１から 11 までの基準を準

用する。 

Ⅲ その他 

この裁定は、平成３１年４月１日から適用す

る。 
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３  様式  

(1) 史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可申請書  

 年   月   日  

 

文化庁長官  殿  

 

         申請者  

住  所                       

氏  名 (又は名称 )               印  

                     

 

 

史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可申請  

 

 

 史跡名勝天然記念物の現状変更等をしたいので、文化財保護法第 125条第１

項の規定により申請します。  
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１  史跡 (特別史跡を含む。以下同じ。 )、名勝 (特別名勝を含む。以下同じ。 )

又は天然記念物 (特別史跡名勝天然記念物を含む。以下同じ。 )の別及び名称  

特別天然記念物  白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石  

 

２  指定年月日  

天然記念物指定：大正 11年３月８日  

特別天然記念物指定：昭和 27年３月 29日  

追加指定：令和２年３月 10日  

 

３  史跡、名勝又は天然記念物の所在地  

長野県松本市安曇４１９５番４ほか  

 

４  所有者の氏名又は名称及び住所  

（所有者が複数いる場合は、当該現状変更の対象となる所有者を確認で

きるように記載すること。）  

 

５  権原に基づく占用者の氏名又は名称及び住所  

（占有者が複数いる場合は、当該現状変更の対象となる占有者を記載す

ること。）  

 

６  管理団体の名称及び事務所の所在地  

名  称   松本市  

所在地   長野県松本市丸の内３番７号  

 

７  管理責任者の氏名及び住所  

なし  

 

８  許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在

地  

氏名  

住所  

 

９  史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為 (以下

「現状変更等」という。 )を必要とする理由  

（具体的に記載すること。）  
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10 現状変更等の内容及び実施の方法  

（可能な限り、別紙等により詳細に記載すること。）  

 

11 現状変更等により生ずる物件の滅失若しくはき損又は景観の変化その他現

状変更等が史跡、名勝又は天然記念物に及ぼす影響に関する事項  

（具体的に記載すること。）  

 

12 現状変更等の着手及び終了の予定期間  

着手：許可の日から    年   月   日（「許可あり次第」等も可）  

終了：   年   月   日  

 （終了時期については、余裕をもって記載すること。）  

 

13 現状変更等に係る地域の地番  

長野県松本市安曇○○番地  

 

14 現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏名及び住所又は名称及び

代表者の氏名並びに事務所の所在地  

氏名  

住所  

 

15 その他参考となるべき事項  

 

 

 [添付書類 ] 

１  位置図  

２  現状変更等の設計仕様及び設計図  

３  現状変更等に係る地域及びこれに関連する地域の地番等を表示した実測

図 (現状変更等の対象地を表示 ) 

４  写真 (現状変更等の対象を表示 ) 

５  現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料があるときは、その

資料  

６  許可申請者が所有者以外の物であるときは、所有者の承諾書  

７  許可申請者が権現に基づく占有者以外の物であるときは、その占有者の

承諾書  
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(2) 史跡名勝天然記念物の現状変更等終了報告書 

平成  年  月  日 

文化庁長官 殿 

 

               申請者 

住 所 

氏 名（又は名称）                      印 

  

 

 

史跡名勝天然記念物の現状変更等終了報告書 

 

    年  月  日付け   第   号の      で許可のあった標記の現状変更等

が終了しましたので、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業の名称 

 

 

２ 事業施工箇所  

    

 

３ 着手年月日 

      年   月   日 

 

４ 終了年月日 

      年   月   日  

 

５ その他参考になる事項 

   

 

 

［添付書類］ 

  （位置図、変更前後の写真等） 

  



129 

 

(3) 史跡名勝天然記念物保存活用計画に記載された現状変更等に係る届出書（別記

様式第 17号） 

 

史跡名勝天然記念物保存活用計画に記載された現状変更等に係る届出書 

 

 

       年   月   日 

 

文化庁長官 殿 

 

届出者 

 住    所 

 氏名又は名称            印 

 

 

    年  月  日付け    第   号で認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計

画に記載された現状変更等を   年  月  日に終了したので、文化財保護法第 129条の４

（同法第 174条の２第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、届け出ます。 

 

記 

 

１ 史跡名勝天然記念物保存活用計画の名称 

  特別天然記念物白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石保存活用計画 

 

２ 現状変更等の内容 

 

 

３ 現状変更等の着手及び終了年月日 

   着手      年   月   日 

   終了      年   月   日 

 

４ その他参考となるべき事項 

 

 

（備考） 

１ 届出者が法人である場合については、「氏名又は名称」に「名称及び代表者の氏名」を記

載すること。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格 A４とすること。
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４ 各種図面 

(1) 指定範囲図 
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(2) 地区区分図 
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(3) 白骨温泉地質図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別天然記念物白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石 

保存活用計画 
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